
１．新たな目標の枠組み
耐震化率は、新築や建替え、耐震改修、除却など、さまざま要因から上昇する数値のため、社会経済状況の変化等に大きく影響を受ける。そのため、第1回審議会では「耐震化率をどう上昇させるかではなく、本当に危険な住宅をどう耐震化するかを議論すべき。」や「行政が耐震化率を必要とするならば、耐震化率をどう解釈するかを議論すれば良い。」などの意見を頂いた。
新たな目標は、審議会の意見を踏まえ、次の2つの設定が必要ではないかと考えている。
①率もひとつの目安となるため、「行政・府民・企業・NPO法人など、さまざまな主体が、さまざまな方法でめざすべき共通の大きな目標として、府民みんなでめざそう値（耐震化率）」を設定
②率に捉われない本当に危険な住宅を減らすことも大事なため、具体的な事業目標を設定
２．新たな目標
①府民みんなでめざそう値（耐震化率）の目標
新たな計画をH37年までの10年間とし、府民みんなでめざそう値（耐震化率）について、次のような目標の設定を考えている。ただし、社会経済状況は予測が出来ないため、現在の状況を一定と想定する。
【案１】　法による耐震化の義務化や所有者負担のない国の補助制度の創設などを前提に
⇒　耐震化率：100％(全ての住宅の耐震化)をめざす
【案2】　これまで以上に取組みを強化し
⇒　耐震化率：95％（府の現状を踏まえ少し高めの現実的な目標を設定）をめざす
【案3】　これまでの取組みをしっかり継続し
⇒　耐震化率：90％（目標を達成しなかったため現状の目標を据え置き）をめざす
【案4】　現在の83.5％以上を少しでも上回ることをめざす
（参　考）
○目標設定に大きく関連する計画　　国の目標：平成32年、95％
○現行計画の耐震化率の目標達成状況　　目標：平成18年度、73.2%　⇒　平成27年度、83.5％
②本当に危険な住宅を減らす事業の目標
耐震性が不足する本当に危険な住宅を減らすためには、建替え（除却）及び耐震改修が必要となる。これらの促進を図るため、具体的な事業について次のような目標の設定を考えている。
・本当に危険な住宅の絶対数に対する目標を設定
・大阪府が独自で確実に耐震化出来る戸数を設定　など
　
　（参考資料）
　　■耐震化率に影響する要素
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ⓐ　耐震性のある住宅
耐震化率　＝　
　　　　　　　　　　　　　Ⓑ　耐震性のない住宅　＋　Ⓐ　耐震性のある住宅
　　
　　　１）新築すると　Ⓐ　が増加
　　　２）建替え及び耐震改修すると　Ⓑ　が減り　Ⓐ　が増加　　　　　　　　
　　　３）除却すると　Ⓑ　が減る
　　■耐震化率における建替え・耐震改修の割合と府の支援策
　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　建替え　　　　約9％　　　　　除却補助で支援
　　　　過去10年間で上昇した耐震化率　―
　（約10%）　　　　　　　　　　　　　　耐震改修　　約1％　　　　　耐震改修補助で支援
　　　　
　　■耐震化率の推移と予測

新たな目標のあり方について(案)
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耐震化率は、それぞれ上昇するが、本当に危険な住宅を減らすのは、建替え（除却）と耐震改修
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H37藤井寺市





★今後の経済情勢が悪化





★現在の経済情勢が継続


★これまでの取組みをしっかり継続





★現在の経済情勢が継続


★これまで以上に取組みを強化





★経済情勢が大きく好転


★法による耐震化の義務化


★国が所有者負担のない補助を創設など
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